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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）

に基づいて作成しております。 

 
１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期会計期間 

（平成 26年６月 30日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,970,574 1,751,590

営業未収入金 226,261 238,367

有価証券 150,000 138,200

たな卸資産     11,785     12,698

銀行代理業務未決済金 45,558 －

生命保険代理業務未決済金 1,784 －

その他 37,404 53,109

貸倒引当金 △ 199 △ 172

流動資産合計 2,443,169 2,193,794

固定資産 

有形固定資産 

建物（純額） 881,871 869,220

土地 1,236,664 1,240,275

その他（純額） 105,331 103,045

有形固定資産合計  2,223,867  2,212,541

無形固定資産 60,333 60,233

投資その他の資産 

その他 77,183 79,261

貸倒引当金 △ 2,789 △ 2,828

投資その他の資産合計 74,393 76,432

固定資産合計 2,358,595 2,349,207

資産合計 4,801,764 4,543,001
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（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成26年６月30日） 

負債の部 

流動負債 

営業未払金 51,844 54,454

未払金 368,446 135,631

銀行代理業務未決済金 － 44,963

生命保険代理業務未決済金 － 6,857

未払法人税等 5,409 2,529

預り金 312,838 254,735

郵便局資金預り金 1,160,000 1,160,000

賞与引当金 82,003 23,269

店舗建替等損失引当金 309 309

その他 100,138 114,043

流動負債合計 2,080,989 1,796,793

固定負債 

退職給付引当金 2,127,992 2,323,623

店舗建替等損失引当金 198 198

繰延税金負債 661 642

その他 30,949 31,305

固定負債合計 2,159,802 2,355,770

負債合計 4,240,791 4,152,564

純資産の部 

株主資本 

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 300,000 300,000

利益剰余金 160,972 △ 9,562

株主資本合計 560,972 390,437

純資産合計 560,972 390,437

負債純資産合計 4,801,764 4,543,001
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(2)【四半期損益計算書】 

【第 1四半期累計期間】 

 

（単位：百万円） 

 

前第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日）

営業収益 

郵便業務等収益 407,649 416,423 

銀行代理業務手数料 155,911 152,872 

生命保険代理業務手数料 92,109 91,421 

その他の営業収益 7,161 8,547 

営業収益合計 662,832 669,265 

営業原価 605,259 617,387 

営業総利益 57,572 51,878 

販売費及び一般管理費 45,536 46,844 

営業利益 12,035 5,033 

営業外収益   

 受取賃貸料 2,923 2,937 

 その他 1,843 2,083 

 営業外収益合計 4,766 5,020 

営業外費用   

賃貸費用 1,686 1,722 

その他 377 285 

 営業外費用合計 2,064 2,008 

経常利益 14,737 8,045 

特別利益   

 固定資産売却益 0 1 

移転補償料 84 271 

特別利益合計 84 273 

特別損失   

固定資産除却損 169 279 

減損損失 2,023 5 

老朽化対策工事に係る損失 － 643 

その他 2 － 

特別損失合計 2,194 928 

税引前四半期純利益 12,626 7,390 

法人税、住民税及び事業税 △ 15,050 △ 12,746 

法人税等調整額 △ 1 △ 18 

法人税等合計 △ 15,051 △ 12,764 

四半期純利益 27,678 20,155 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年５月 17 日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定

めについて当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第１四半期会計期間の期首の退職給付引当金が 181,968 百万円増加し、利益剰余金が 181,968 百万円減

少しております。また、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ 356 百万円増

加しております。 

 

（四半期貸借対照表関係） 

偶発債務に関する事項 

一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、貸主から解約

補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資した総額

のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、平成 26年６月 30日現在、発生する

可能性のある解約補償額は次のとおりであります。 

前事業年度 

（平成 26年３月 31日） 

当第１四半期会計期間 

（平成 26年６月 30日） 

113,858 百万円 111,539 百万円 

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額することから、

全額が補償対象とはなりません。 

 

（四半期損益計算書関係） 

   当社は、事業の性質上、営業収益に季節的変動があり、上半期に比し、下半期の割合が多くなる傾向があります。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 前第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日） 

当第１四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日） 

減価償却費 23,367 百万円 22,555 百万円 
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（株主資本等関係） 

前第１四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

配当の 

原資 

平成25年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 15,015 3,753.87 平成25年３月31日 平成25年６月28日

利 益 

剰余金 

 

当第１四半期累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

配当の 

原資 

平成26年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 8,721 2,180.39 平成26年３月31日 平成26年６月27日

利 益 

剰余金 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

 郵便・物流事業 窓口事業 計 
その他 合計 

営業収益 

外部顧客に対する営業収益 407,653 255,178 662,832 － 662,832

セグメント間の内部営業収益 2,678 41,448 44,127 － 44,127

計 410,332 296,627 706,959 － 706,959

セグメント利益又は損失（△） △ 5,815 17,850 12,035 － 12,035

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 12,035

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

四半期損益計算書の営業利益 12,035
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Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

 郵便・物流事業 窓口事業 計 
その他 合計 

営業収益 

外部顧客に対する営業収益 416,466 252,799 669,265 － 669,265

セグメント間の内部営業収益 2,601 41,804 44,405 － 44,405

計 419,067 294,603 713,671 － 713,671

セグメント利益又は損失（△） △ 8,899 13,932 5,033 － 5,033

（注）１．一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

   ２．当第１四半期会計期間より、従来の「郵便事業」から「郵便・物流事業」、「郵便局事業」から「窓口

事業」へとセグメントの名称を変更しております。なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報は、変

更後の名称を用いて表示しております。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 5,033

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

四半期損益計算書の営業利益 5,033

 

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 前第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年６月30日） 

当第１四半期累計期間 

（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  （円） 6,919.65 5,038.83

（算定上の基礎）  

四半期純利益  （百万円） 27,678 20,155

普通株主に帰属しない金額  （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益  （百万円） 27,678 20,155

普通株式の期中平均株式数  （千株） 4,000 4,000

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

２【その他】 

該当事項はありません。 

 



本資料は、日本郵便株式会社法第 18条の規定に基づき公衆の縦覧に供することを目的と

するものであり、株式その他の有価証券の勧誘を構成するものではありません。 

 


